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施策の柱３ 情報の提供の充実 

 

食の信頼性確保のためには、行政や事業者、府民がそれぞれ情報を共有し、意見交換を

行うことが重要です。 

府は、生産から消費に至る各段階での情報が、行政、食品関連事業者、府民、学識経験

者で共有できるよう、意見交換、情報交換を行う機会の提供を行うとともに、情報の共有

化を通じて、府民や事業者等の意見を府の施策に積極的に反映させます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・食品関連事業者・府民・学識経験者の意見交換 

 

 

 

㉛ リスクコミュニケーションの実施（食の安全推進課・保健所） 

  府民の様々な疑問や不安に応えられるよう、府域自治体と連携しながら、府民、食品

関連事業者、行政等が様々な視点から公開討論会などを行う「食の安全安心シンポジウ

ム」を開催します。また、「意見交換会」や「体験学習会」の開催など、テーマや対象

者の選び方、開催方法を工夫し、効果的なリスクコミュニケーションを実施します。 

㉜ 大阪府食品衛生監視指導計画策定時の意見募集（食の安全推進課） 

  大阪府食品衛生監視指導計画の策定にあたっては、広く府民と事業者に意見募集（パ

ブリックコメント）を行い、食品衛生施策への参加を促進するとともに、その意見を施

策に反映させます。 

㉝ 府民ニーズの把握（食の安全推進課） 

  インターネットを活用した「おおさか Q ネット」や、消費者や事業者向けイベント

において、「食の安全安心」についてのアンケート（意識調査）を行い、府民ニーズの

把握に努めます。 

１ リスクコミュニケーションの促進 

府の取組ポイント 

参考資料 
H30.1.26 情報発信評価検証部会資料
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 リスクコミュニケーション等へ積極的に参加するなど、一人ひとりがそれぞれの

立場でできることを考え、食の安全安心の確保に関する知識と理解を深めましょ

う。 

 行政の監視指導計画等に関心を持ち、パブリックコメント等の意見募集の機会を

活用し、積極的に意見を表明しましょう。 

 

 

 リスクコミュニケーション等へ積極的に参加し、行政や消費者との相互理解を深め

ましょう。また、パブリックコメント等の意見募集の機会を活用し、積極的に意見

を表明しましょう。 

 府民向けの工場見学の受け入れなど、府民との交流を積極的に図りましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

※１参加者アンケートで理解できたと回答した参加者の割合 

※２シンポジウムを対象としたもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策内容 

（目標指標） 

現状 

（2016 年度実績）

目標 

（2018 年度） 

最終目標 

（2022 年度）

リスクコミュニケーションの実施 

（シンポジウム等の実施回数と理解度※１） 
10 回・77.4％※２ 10 回・90％ 10 回・90％

事業者の取組ポイント 

期待される府⺠の取組ポイント 

事業目標 
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 正確でタイムリーな情報を入手するため、府のホームページやメールマガジンな

どを利用しましょう。 

 国や府などの行政機関からの情報など、食の安全安心に関する施策や取組に関す

る情報の入手に努め、正しい知識を身につけましょう。

 

 

◎ 食の安全に関する情報発信 

研究所の発行する情報誌やメールマガジン、ホームページ及び府民を対象とした公開

セミナーやイベントの開催などを通じて、府民に食に関する情報を積極的に分かりやす

く提供します。また、公衆衛生関係者等を対象に見学を受け入れ、食の安全に関わる専

門的な情報の提供を行います。 

 

 

 食の安全性を確保するための自主的な取組を行うとともに、取組内容を府民へ伝え

ることで、府民の食への不安解消を図りましょう。 

また、自ら生産又は製造等を行った食品の安全性や品質等に関して、ホームページ

などを活用し、府民への情報提供に努めましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

㉟ 食中毒予防啓発キャンペーンの実施（食の安全推進課・保健所） 

  毎年、5 月～8 月の食品衛生月間を中心に、食中毒予防啓発キャンペーンを関係団体

と連携して行います。また冬場には、ノロウイルス食中毒の予防啓発を図るため、キャ

ンペーンを実施します。 

㊱ 行政、企業等の主催するイベントでの情報発信（食の安全推進課・保健所） 

  府民や食品関連事業者に直接情報提供する機会として、行政や企業等が主催するイベ

ントへ参画します。イベントの対象者に応じて啓発の内容や手段などを工夫し、食の安

全安心に関する情報をわかりやすく提供します。また、イベント等の機会を活用し、府

民、食品関連事業者が大阪府食の安全安心推進条例を理解し、自らの取組を促進させる

ため、パンフレット等の啓発媒体を用いて、条例の普及啓発に努めます。 

施策内容 

（目標指標） 

現状 

（2016 年度実績）

目標 

（2018 年度） 

目標 

（2022 年度）

大阪府食の安全安心メールマガジンに

よる情報提供（登録者数） 
6,924 名 8,500 名 12,000 名 

紙媒体を活用した情報提供 

（広報誌・広告等への掲載回数・部数）
55 回・50 万部 57 回・52 万部 66 回・60 万部

事業者の取組ポイント 

期待される府⺠の取組ポイント 

事業目標 

府関連施設（（地独）⼤阪健康安全基盤研究所※29 ページ参照）の取組ポイント 
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府は、府民が生産から消費に至る各段階での食の安全安心の確保に関する知識が得られ 

るよう、学習の機会を提供します。また、食育を推進することで、食の安全安心に関する

意識を高めます。 

 

 

 

 

 

 

 

               食品衛生講習会など 

 

㊲ 食品衛生講習会等の実施（食の安全推進課・保健所・関係室課） 

  家庭における食中毒予防や食品表示などに関する正しい知識の普及啓発を図るため、

府民に対し、年代に応じた効果的な食品衛生講習会等を実施します。 

㊳ 消費者団体等の活動内容の発表（消費生活センター） 

  消費者団体や事業者団体等が日常行っている消費者問題に関する取組を紹介する場

を設け、府民意識の啓発に努めます。 

㊴ 学校関係者に対する食物アレルギーの研修の実施（保健体育課） 

  学校における食物アレルギー事故防止の徹底を図るため、市町村教育委員会や教職員

に対し、研修を実施します。 

㊵ 第 3 次大阪府食育推進計画に基づく食育の推進（健康づくり課・関係室課） 

 府では、第 3 次大阪府食育推進計画に基づき、食育のための施策を実施します。主な

取組みは次のとおりです。 

（ア）健康的な食生活の実践（健康づくり課） 

府民が主体的に健康的な食生活を実践できるよう、ライフステージに応じた食育を

推進し、日常生活の中で健康的な食生活を実践できる食環境の整備を進めます。 

（イ）食の生産・流通に関する学べる機会の充実化（農政室・水産課） 

   農産物直売所で販売している大阪産農産物に関する情報の充実による消費者と農

産物生産者との交流促進、府内小中学校を対象とした大阪産魚介類に関する講話、魚

の調理実習を行う出前魚講習会の実施に取り組みます。 

（ウ）学校・保育所等における食育の推進（保健体育課・子育て支援課・関係室課） 

   子どもの時から食に関する感謝の念や理解を深め、成長段階に応じて健康的な食生

活を実践する力を身につけられるよう、学校や保育所等における食育を推進します。

３ 学べる機会の提供  

府の取組ポイント 
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 講習会やイベントへ積極的に参加し、食の安全安心の確保に関する知識と理解を

深めましょう。また、地域における食育活動を推進していきましょう。 

 家庭での食中毒予防の知識を身につけ、健康的な食生活を実践しましょう。 

 地産地消などに関心を持ち、学んだことを広め、行政及び事業者の取組に協力

しましょう。 

 

 

 ホームページや府民の集まるイベントなどを介して、生産現場や製造工程を紹介す

るなど、府民が生産から消費に至る知識を得られるように、積極的な情報発信に努

めましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

（エ）食に関するボランティア等の食育活動への支援（健康づくり課） 

   食生活改善推進員※等の食育活動を支援するとともに、市町村等での食育推進に携

わるボランティアの活動を支援します。 

施策内容 

（目標指標） 

現状 

（2016 年度実績）

目標 

（2018 年度） 

最終目標 

（2022 年度） 

食品衛生講習会等の実施 

（府民の参加者数） 
3,614 名 3,700 名 4,000 名 

事業者の取組ポイント 

期待される府⺠の取組ポイント 

事業目標 


